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昨今の物価高や原材料の高騰など、社会環境の変化によって、
企業や財産の在り方も変化しています。当社グループでは、事業
承継の選択肢の一つとして、事業規模や内容をスリム化し、承継
可能な形に整えて引き継ぐ「縮小型事業承継サービス」を提供
しております。事業の承継方法はさまざまありますが、お客様
お一人おひとりのご状況に適した方法でのご支援を通じて、
お客様の幸せと社会へ貢献し続けていきたいと考えています。
今後とも当社グループをよろしくお願いいたします。

代表取締役社長

To p i c s

「財産」のことなら青山財産ネットワークス
ホームページでは旬な情報を随時更新しています 青山財産 検索 https://www.azn.co.jp

事業承継の成功率は100％
「縮小型事業承継®」で、停滞していた事業承継・M&Aが前進
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■『富裕層のための財産戦略セミナー2025』を開催いたしました

https://www.azn.co.jp
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多岐にわたるコストの増加や人口減少により、歴史ある企業でも業績が悪化するケースが増えています。こうなると事業の
承継も容易ではありません。親族にも社員にも承継できず、M&Aもうまくいかない時、第4の道として「縮小型事業承継®」
という新たな方法が高い評価をいただいています。

　
業
績
が
悪
化
・
低
迷
す
る
企
業
が
増
え
る
中
、親
族

や
社
員
へ
の
事
業
承
継
が
難
し
く
、M
&
A
を
試
み

て
も
な
か
な
か
成
立
し
な
い
例
が
数
多
く
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
お
客
様
の
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題
を
解
決
す
る
た
め
に

試
行
錯
誤
し
て
た
ど
り
着
い
た
方
法
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縮
小
型
事

業
承
継
®
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字
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舗
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削
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採
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縮
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。

　

縮
小
型
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業
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財
産
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ッ
ト
ワ
ー
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あ
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で
事
業
承
継
フ
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ド
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営
し
て
い
ま
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ー
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ー
経
営
者
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し
、経
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を
派
遣
し
て
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と
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に
承
継
し
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も

ら
い
た
い
と
い
う
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望
を
叶
え
る
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く
、ス
リ
ム
化
を

実
施
。最
終
的
に
M
&
A
や
社
員
承
継
で
の
承
継
の

道
を
模
索
し
ま
す
。

　

S
B
I
新
生
銀
行
は
、融
資
・
投
資
の
際
の「
事
業

評
価
・
目
利
き
力
」を
有
し
、青
山
財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
ス（
以
下
、A
Z
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）は
事
業
承
継
や
不
動
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コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
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培
っ
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事
業
の
組
み
換
え
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不
動
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組
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換
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ウ
ハ
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っ
て
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両
者
の
強
み
を
組
み
合
わ
せ
、専
門
性
の
高
い
支
援

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

　
ま
た
、A
Z
N
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プ
内
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門
家
と
連
携
で

き
る
こ
と
も
大
き
な
強
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で
す
。ス
リ
ム
化
の
過
程
で

課
題
と
な
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が
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従
業
員
対
応
」。そ
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を
全
面

サ
ポ
ー
ト
す
る
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が
、グ
ル
ー
プ
内
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社
会
保
険
労

務
士
法
人
プ
ロ
ジ
ェ
ス
ト
」で
す
。人
事
・
労
務
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専
門

家
が
、従
業
員
説
明
会
、個
別
面
談
、退
職
手
当
の

検
討
、再
就
職
支
援
の
段
取
り
、社
会
保
険
の
手
続
き

な
ど
を
全
面
支
援
し
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
14
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株
式
を
引
き
受
け
、10
社
で

支
援
が
終
了
し
ま
し
た
。そ
の
う
ち
事
業
継
続
・

承
継
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望
し
て
い
た
7
社
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、ス
リ
ム
化
を
経
て
、

他
社
へ
の
承
継
に
成
功
。事
業
承
継
実
現
率
1
0
0
％

を
達
成
し
て
い
ま
す
。そ
の
他
3
社
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廃
業
」を

前
提
に
引
き
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け
、廃
業
計
画
の
立
案
か
ら
実
行
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清
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結
了
ま
で
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手
続
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実
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ま
し
た
。

　

私
た
ち
は
縮
小
型
事
業
承
継
を
通
し
て
、社
会

に
も
貢
献
で
き
る
手
応
え
を
感
じ
て
い
ま
す
。業
績

不
振
で
廃
業
の
お
そ
れ
が
あ
る
事
業
も
、ス
リ
ム
化

す
る
こ
と
に
よ
り
、そ
れ
を
必
要
と
す
る
他
社
で
活

用
さ
れ
る
。労
働
力
が
減
少
す
る
日
本
に
お
い
て
、

人
材
が
成
長
企
業
へ
移
動
す
る
。こ
う
し
た
効
果
を

生
み
出
し
、社
会
全
体
の
生
産
性
向
上
に
も
つ
な
げ

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
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に
貢
献

事業承継の成功率は100％
「縮小型事業承継®」で、
停滞していた事業承継・M&Aが前進

事業承継アドバイザリー・ファンド事業部メンバー

※写真中央

右側：株式会社青山財産ネットワークス
　 　島根伸治（下記ご参照）

新生青山パートナーズ（株） 共同代表取締役
左側：株式会社SBI新生銀行
       事業承継金融部 
       田中 慎也／ノンバンク出身

株式会社青山財産ネットワークス
左側：角濱尊嗣／銀行・投資会社出身
中央：島根伸治／監査法人・米国系メーカー出身。新生青山パートナーズ㈱代表取締役
右側：岡本教孝／証券会社出身・大学院博士後期課程修了（商学博士）

社会保険労務士法人プロジェスト
福井 一弥／自動車メーカー出身

大手監査法人、メーカーを経て2001
年当社グループに入社。長きにわた
り、多くの企業の財務・資本政策や事
業承継のご支援に関わる。成熟社会
においては、一旦「縮小」して事業の継
続や成長企業への承継を図ることも
有用と実感している。

島根 伸治（公認会計士）
上席執行役員 事業承継アドバイザリー・
ファンド事業部長

株式会社
青山財産ネットワークス

＋
－

M&Aに成功

資 産

A事業（黒字）

B事業（赤字）

賃貸ビル

■事業は赤字だが資産は高額
    →M&Aで買手が現れない

雇用や顧客
オーナーの財産を
守ることに成功！

非事業用

本社ビル

不稼働

A F T E R
引き継ぎやすい
規模や内容へ

B E F O R E
親族承継もM&Aも
うまくいかない

債務返済

A事業（黒字）

B事業（赤字）→撤退

■総資産額を適正な価格に
    →M&Aで買手が現れた

資産（必要最低限）

賃貸ビル
売却

本社ビル
売却

▶

詳細はWebで　
　ご紹介しています

規模を縮小

▶資産
非事業用、
不稼働資産の
整理

▶事業
総資産に対する
利益率の改善

田中：多くの企業の事業再生に携
わった経験をもとに、出資企業様の
最善の着地点を模索しています。

従業員の皆様が少しでも
前向きな思いを持っていた
だけるような対応を心掛け
ています。

https://www.azn.co.jp/column/20251017-1215.html
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長曽我部：子世代は、「早く対策を始めたい。親にどう働きかけるべきか」と悩む一方、親世代は、「自分の死後に関知し
ない」という考えの方が多く見受けられます。意識のズレが顕著に表れるのです。そこで、家族全体で話し合う機会を
設け、「どこに目標をおいて」「何のために」「いつまでに」「どのように」財産を渡すのか、グランドデザインを描くことが
大切です。
　相続においてはきょうだい間で揉め事が生じるケースも少なくありません。妹が「遺言状は兄が書かせたもの」として
遺言確認請求を行い、最終的には遺産分割調停で主張が対立し、終結まで数年を要したこともありました。また、70～
80代の複数きょうだいが20年以上揉め続けた末に当社に相談に来られ、ようやく解決に至った事例もありました。
トラブルを生まないためにも、早めの対策が重要です。

『富裕層のための財産戦略セミナー2025』を
開催いたしました
7月31日、チェスターグループとの統合を記念し「富裕層のための
財産戦略セミナー2025」を開催いたしました。本イベントは、相続や
事業承継、金融資産運用、土地の有効活用など多様なテーマに
ついての知見を1日で効率よく得られる構成となっており、当日は
110名以上のお客さまにご来場いただきました。当社と税理士法
人チェスターの経営統合を記念した基調講演では、「相続」を
テーマに対談形式でセミナーを実施。
今回は、基調講演の内容を一部抜粋し、ご紹介いたします！

資産が大きくなると生じる悩みとは？

荒巻：1つは「預貯金と生前贈与」です。年間110万円までの贈与には税金がかからないため、毎年110万円を数十年
継続して贈与する方もいます。しかし、贈与したつもりの預金が相続財産と見なされるケースもあります。多い失敗は、
通帳・キャッシュカード・印鑑を親側が管理し、受贈者である子・孫が自由に使えない状態にしておくこと。これは
税務署から指摘を受けることがあります。黙って振り込むのではなく、双方が「渡す」「受け取った」という確認が必要。
また、子・孫が普段使用している口座へ振り込むとよいでしょう。
　もう1つは「小規模宅地等の特例」。「特定居住用宅地」の特例では、亡くなった方が住んでいた自宅敷地・100坪までに
ついて、相続税評価額を最大80％減額できます。使うための要件は以下の3つです。
❶亡くなった方の配偶者が相続する　　❷同居親族が相続する　　❸3年以上借家住まいの相続人が相続する
　つまり、住み替えや転居も戦略的に行う必要があります。

長曽我部：税以外の観点では「遺言」「養子縁組」「評価対策」の3つの対策があります。詳しくは、Webサイト掲載の
記事をご覧ください。
　このようにさまざまな手法がありますが、適切な手法を選択するためには「資産全体を見ること」
「自身を客観的に見ること」が大切です。
そして「家族関係を円満に保つこと」も成功の鍵であるといえるでしょう。

相続開始前にしておくべき対策は？

パネラー ファシリテーター

株式会社青山財産ネットワークス
取締役常務執行役員

豊富な経験と高度な知識を生かし
てコンサル部門を指揮し、お客様
の問題解決に関する深い知見と
多くの実績を有する。

長曽我部 利幸

税理士法人チェスター
代表社員  公認会計士・税理士

資産税・相続税専門の税理士法人
チェスターを設立。累計1万件を超え
る相続税申告実績（2024年は3,006
件）は税理士業界でもトップクラス。

荒巻 善宏

株式会社青山財産ネットワークス
執行役員 税理士

上場企業から中小企業まで、約
20年に渡り事業承継を専門に100
件以上のコンサルティングを展開。

多和田 大紀

詳細はこちら

https://www.azn.co.jp/column/20251022-1216.html


以降の青山財産レポートの郵送に関して、
ご不要な方は、こちらのフォームより
お願いいたします。

青山財産ネットワークスグループ

本冊子は、過去に当社にご相談いただいたお客様へ向けて、当社および当社グループ会社の業務に関する情報のご案内として送らせていただいております。お客様の個人情報は、個人情報保護関連法及び当社の
プライバシーポリシーに従い、適切に管理しております。今後、当社からのご案内をご希望されない場合は、お手数ではございますが、上記お問い合わせ先までお申し出ください。
株式会社青山財産ネットワークス　個人情報お問い合わせ窓口

■ご意見、ご感想、お問い合わせなどございましたらこちらまで

azn-pr@azn.co.jp青山財産レポート事務局

2510346

「財産」のことなら青山財産ネットワークス

A ZN  I n f o rm a t i o n

郵送停止
フォーム

当社ホームページに、新たに「財産診断」機能が
追加されました。資産の構成や課題を簡単に
チェックできるこの機能は、相続対策や資産活用を
考える第一歩として最適です。質問に答えるだけ
で、現状の把握と今後の方向性のヒントが得られ
ます。無料でご利用いただけますので、ご自身の
財産状況を見直すきっかけとして、ぜひご活用
ください。

当社ホームページに
「財産診断」機能登場！

2002年～（2025年9月末現在）

累計組合数

組成累計額

のべ組合員数

85組合

1965.6億円

8,324名

お知らせ

土地持ち資産家の皆様に向けた、専用サイトを
新たに公開しました。相続・税務・資産活用など、
土地に関する課題に特化した情報をわかりやすく
まとめており、実例や対策のヒントも豊富に掲載
しています。資産の有効活用や次世代への承継を
お考えの方にとって、役立つ情報が
満載です。ぜひご覧ください。

土地持ち資産家向け
新サイト公開

診断を始める（無料）

こちらからお気軽に
お試しください！

https

当社は主力コンサルティング商品として、不動産小口化商品「ADVANTAGE CLUB」を提供しています。本年5月に
「御茶ノ水駅前」、7月に「横浜元町通り」、9月に「神田靖国通りⅡ」の3物件を新規組成いたしました。いずれの
商品も希少性の高い立地や再開発に伴う賑わいが期待される等、安定的な運用が期待できる物件となっています。
今後もお客様の多様なニーズにお応えできるよう、定期的な商品組成を展開してまいります。

都内3物件を新規組成
不動産特定共同事業（任意組合金銭出資型）

ヒルクレスト御茶ノ水 BIZ comfort元町ビル ヒューリック神田須田町ビル

詳細はこちら▶

https://corp.azn.co.jp/report-stop.html
https://www.azn.co.jp/simulation/
https://www.azn.co.jp/service-lp/entry/



